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【表紙】
 

【提出書類】 臨時報告書 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 2018年11月２日 

【会社名】 伊藤忠商事株式会社 

【英訳名】 ITOCHU Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長ＣＯＯ 鈴 木 善 久 

【本店の所在の場所】 大阪市北区梅田３丁目１番３号 

【電話番号】 大阪 (06) 7638-2121 

【事務連絡者氏名】 人事・総務部  矢 吹 直 人 

経  理  部  岡 崎    真 

【最寄りの連絡場所】 東京都港区北青山２丁目５番１号 

【電話番号】 東京 (03) 3497-2121 

【事務連絡者氏名】 人事・総務部  岩 田 憲 司 

経  理  部  瀬 部 哲 也 

【縦覧に供する場所】 伊藤忠商事株式会社 東京本社 

（東京都港区北青山２丁目５番１号） 

伊藤忠商事株式会社 中部支社 

（名古屋市中区錦１丁目５番11号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 



１【提出理由】

 当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に著しい影響を与える事象が発生いたしましたの

で、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号の規定に基づき、本

臨時報告書を提出するものであります。 

 

２【報告内容】

(1) 当該事象の発生年月日 

   2018年11月２日（当社取締役会決議日） 

 

(2) 当該事象の内容 

   当社とCharoen Pokphand Group Company Limitedがそれぞれ50％ずつ出資しているChia Tai Bright Investment 

  Company Limited（以下、「CTB」といいます。）はCITIC Limitedが発行する普通株式の20％を保有しており、 

  持分法適用会社としております。当社は、四半期毎に持分法投資に係る減損の兆候の有無に関して判定を行って 

  おりますが、減損の兆候の判定に際しては、将来の収益性、株価水準、経済環境、業界動向等の要素を総合的に 

  勘案する必要があります。米中貿易摩擦の現状や影響等を踏まえ、今後、CITIC Limitedが主要ビジネスを展開する 

  中国経済の不透明感が増したことに加え、香港証券取引所における同社の株価がCTBの同社に対する持分法投資の 

  簿価まで回復することは短期的には困難な状況にあると判断したことから、これらの事象を反映した将来 

  キャッシュ・フローを基礎とする回収可能価額を測定しました。その結果、回収可能価額が持分法投資の簿価を 

  下回ったため、当社連結決算において当該差額を減損処理いたしました。 

 

(3) 当該事象の連結損益に与える影響額 

    2018年度第２四半期の連結決算において、当該事象の「当社株主に帰属する四半期純利益」に与える影響額は 

   1,433億円（損失）です。 

以 上

 




